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はじめに
現在のわが国が直面している最大の課題が，社会の高齢化であることは言
うまでもない。「平成２４年版高齢社会白書」によれば，６５歳以上の高齢者
人口は，過去最高の２，９７５万人となり，総人口に占める割合（高齢化率）も
２３．３％となった。６５歳以上の高齢者人口を男女別にみると，男性は１，２６８
万人，女性は１，７０７万人である。また，高齢者人口のうち「６５～７４歳人口」
は１，５０４万人（男性７０９万人，女性７９５万人）で総人口に占める割合は
１１．８％，「７５歳以人口」は１，４７１万人（男性５５９万人，女性９１２万人）で，
総人口に占める割合は１１．５％である。
高齢化率が２１％を超える社会は，超高齢社会と呼ばれている。わが国で
は，２００７年に高齢化率が２１．５％となり２０３０年には団塊の世代が８０歳超に
なり，６５歳以上の高齢者が人口の３分の１を示す超高齢社会が到来する。
超高齢社会は，より（いっそう）多くの人々がより（いっそう）長く生き
ることができる長寿社会の到来を意味している。２０１２年の日本人の平均寿
命は，女性が８６．４１歳，男性が７９．９４歳で，女性は世界一位，男性はアイス
ランド（８０．８歳）や香港（８０．６歳）などに続き５位であるが，世界の中で
トップクラスの長寿国である。
超高齢社会では，当然のことながら，高齢者は長くなる人生に備えなけれ
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ばならない。「人生８０年」への移行は，老後の人生がおまけではなく，壮年
期と同じくらい長い時間となり，その期間をどう過ごすかということが問わ
れることになる。
東京大学高齢社会総合研究機構は，「豊かさを実感できる，幸せな超高齢
社会の実現」を理念に「Aging in Place（高齢者が最後まで，住み慣れた地
域で安心していきいきと自分らしく生きることができる）」社会を提唱して
いる（東京大学高齢社会総合研究機構，２０１０）。「Aging in Place」社会で
は，高齢者が可能なかぎり安心して暮らせるような社会環境を整備すること
が肝要となる。そのためには，予防・医療・介護システムの構築は，安心を
得るためのコアとして非常に重要な部分であるが，同時に高齢者の日常生活
を支える環境整備が不可欠となる。一例を挙げると，交差点の信号は一分間
６０メートル歩くことを標準にして青信号が設定されている。元気な高齢者
は何とか信号が変わるまでに横断歩道を渡ることができるが，足が弱ってく
ると青信号の間に，渡りきることが困難になる。
「Aging in Place」社会では，高齢者の能力を標準として，世の中の仕組
みを高齢者の行動や能力に適したものにすることによって，高齢者が出来る
かぎり自立し，生活の質を高めることができるように，現在の青壮年を標準
とした社会から高齢者を標準とした社会に変えることが緊急の課題となるこ
とを意味している（森田朗，２００９）。このことは，現在の高齢者だけでなく，
これから高齢者の仲間入りをする青壮年層にとっても重要な課題となる。
高齢者の日常生活を支える環境整備として，日常的な生活圏における便宜
性を満たす地域商業も重要な課題である。地域商業は，地域住民の「生活の
質」を左右する重要な要素である。買物施設は生活に不可欠のものであり，
買物の内容に応じて立地していることが望ましい。そのために住宅等の消費
者の買物出向起点からの便宜と買物目的に応じて大小の商業施設が階層的に
配置されていることが必要となる。
最近，「コンパクトなまちづくり」が話題となっている。「コンパクトなま
ちづくり」は，歩いて暮らせる生活空間の実現を目指すものである。この生
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活空間の中には，教育文化施設，医療施設，社会福祉施設だけでなく日常生
活に必要な商業施設が揃っていることが最低条件である。しかしながら，地
方都市に限らず大都市でも車社会の深化に伴って，ロードサイド商業や郊外
型のショッピングセンターが数多く開発され近隣型の小売商業の姿が消え，
近隣型商業という商業集積が維持できなくなっている。
自動車が利用できる人々にとっては日常生活に不便を感じていないとして
も，近隣の小売商業の消滅によって高齢者などの「買物難民」といわれる
人々の日常の生活に困難をきたしている。経済産業省（２０１０）の「経済産業
省報告」は，日常の買物に不便をきたす６０歳以上を対象として，２００９年度
の段階で６００万人存在するとし，また農林水産省は，生鮮食料品を販売する
店舗までの直線距離が５００m以上，かつ自動車を保有しない者を対象とし
て，約９００万人，うち６５歳以上が３５０万人存在するとしている（農林水産
政策研究所，２０１２）。
「買物難民」は，自動車で買物行動を行う青壮年を標準とする地域商業が
生み出したものである。「Aging in Place」社会では，徒歩で日常的な買物
ができる地域商業が欠かせない。高齢者を標準とした地域商業では，歩いて
暮らせる生活空間の中での日常的な生活圏における便宜性を満たす商品供給
システムが求められている。
地域商業と居住地商業
地域商業の研究では，都市の発展とともに総合スーパー・食品スーパー・
大手専門店・ショッピングセンター等の小売業態の革新と競争が都市の商業
の階層的構造にどのような影響を与えているかが主要関心事である（阿部真
也・宇野史郎１９９６，宇野史郎１９９８，田村正紀２００８，加藤司・石原武政
２００９）。
「地域」とは人間が生活する場である。「Aging in Place」社会では，高
齢者が生活する「場」を安定的に形成することが重要となる。言い換えれ
ば，「Aging in Place」社会において，真に求められているのは，日常的な
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生活圏における便宜性である。本論文では，地域商業を徒歩で日常的な買物
ができる「居住地商業」としての視点から捉えることにする。
矢作弘（１９９７）は，「ある意味では高齢者にとって『距離』こそが，最大
の障害となりかねない」と次のように述べている。「高齢者が夕餉の食材を
買いそろえるのに，となりの商店街まで長歩きを強いられる。風邪薬を買う
のに，歩行可能商圏をこえて遠出しなければならない。あるいは自転車で郊
外のショッピングセンターまで出向しなければならない。そうした地域商業
の姿は，決して健全だとはいえない。ホスピタリティーのある地域社会とは
いえない。」（２０頁）。
居住地商業では，高齢者が日々の暮らしに必要な食料品や日用品を歩いて
買物に行けるある一定の地理空間を想定しなければならない。農林水産政策
研究所（２０１３）は，平成２２年国勢調査と平成１９年商業統計の地域メッシュ
統計から，店舗まで直線で５００m以上の人口・世帯数を推計し，徒歩で無理
なく買物に行ける距離として５００mを設定している。中小企業庁商業課
（２００８）の高齢者の購買行動調査によると，徒歩による商店街までの所要時
間は１０分以内が約６割，２０分以内が約９割である。高齢者の徒歩速度を時
速３kmとすると徒歩１０分は距離的には約５００m，２０分は約１kmとなる。
この調査の結果，商店街の高齢者からみた商圏規模は，商店街から約１km
圏程度と考えられている。居住地商業の地理空間は，５００mが望ましいが，
最大限１kmの範囲内に商業施設が存在している地域と想定することにしよ
う。
地域商業は，「広域型商業集積」「地域型商業集積」「近隣型商業集積」な
どの中心地体系の階層構造を形成しているため，居住地商業の構造はそれぞ
れの階層構造に応じて異なっているであろう。しかしながら，地域商業のそ
れぞれの中心地は，ショッピンセンターや専門店チェーンの急成長で中心地
の興亡が生じ，中心地体系が構造変化を起こしている（田村正紀，２００８）。
例えば，「広域型商業集積」や「地域型商業集積」内の居住地商業において
も商店街の衰退，日用品や生鮮３品の個人商店の消滅，総合スーパや食品
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スーパーの撤退などで買物の利便性を損なう地域が出現している。
本論文では，居住地商業のあり方を考察するにあたって，理想の将来社
会・生活を想像し，その理想と現実のギャップを明確にすることで居住地商
業の可能性を考えることにしよう。理想的な居住地商業では，居住地域内に
徒歩で買物に行ける複数の商業施設（商店街，総合スーパー，食品スー
パー，大手専門店・コンビニエンスストア等）があり，さらに高品質の生鮮
３品を販売する個人商店が存在している。さらに欲を言えば，洒落たレスト
ラン，手頃な値段の寿司屋，中華料理店，うどん・蕎麦店，居酒屋，喫茶店
などがあることが望ましい。しかし，このような居住地商業が存在している
地域があるとしても，あまり多くはないであろう。以下では居住地商業を３
つのタイプに分けてみていくことにしよう。
１９６０年代には，安定的な居住地商業の構造があった。食料品や日常品は
近隣の商店街や個人商店で，専門品は都市中心部の百貨店や専門店で購入す
るという行動パターンが一般的であった。しかし，総合スーパー，食品スー
パー，大型専門店，コンビニエンスストア等の流通企業の発展と自動車の普
及による消費者移動性の増大によって，地域商業の中心地に存在していた商
店街・個人商店の衰退を招いた。さらに人口の郊外化による都市圏人口の
ドーナツ化に対応して，ロードサイドでの大型専門店や郊外型のショッピン
グセンターが数多く開発され，居住地商業は大きな変貌を遂げることになっ
た。
自動車利用の普及は，消費者の購買行動を大きく変貌させた。自家用車の
利用によって，消費者は都市内・都市間を自由に移動し，必ずしも距離的に
もっとも便利なところで買物をしなくなった。それによって，商圏の重要な
部分は「居住地商圏から道路網などの線状商圏に，その性格を変えたのであ
る」（田村正紀，２００１，１６８頁）。また，女性の就業化の増加に伴って，出向
起点のかなりの部分が自宅から職場に変化し，勤務・パートなどを含めた毎
日の往復行動の周辺で買物をする生活行動商圏グループを作り出した（田中
道雄，２００９）。
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居住地商業の第一のタイプは，高度成長期に全国各地で開発された大規模
住宅団地などで見られる「買物難民型」である。そうした大規模住宅団地で
は，同世代の住民が集中して居住しているため，当初入居した壮年層がその
後高齢化し，一方で子供世代が巣立ったために高齢化や人口減少が急激に生
じている。そのため，団地内にあった近隣センターや商店が衰退し，あるい
は全くなくなった団地さえ，めずらしくない。
大規模住宅団地は，衛生，安全，利便，快適という均一的な近代都市計画
の発想のもとに都市計画家・建築家によって設計された。しかし，大規模住
宅団地は，想定した生活様式の変容を経験することになるのである。
三村浩史（１９９８）は，変容の経緯を次のように指摘している。「たとえば
近隣住区内の徒歩圏に近隣センターを２ヵ所設けて，日常品の店舗と公衆浴
場を，隣接して幼稚園を配置して，日常生活の利便性を設計したが，ほどな
くスーパーマーケットが登場して近隣店舗は不振に，自家風呂の普及ととも
に公衆浴場も閉鎖，手広く経営する幼稚園がバスで送迎するようになって近
隣幼稚園も不振ということになった。また当初想定したよりは自家用車の普
及率がはるかに高くなり，緑地か駐車場かで団地住民が論争した。プラン
ナーの見通しの欠如と甘さだったといえる」（２３頁）。
「買物難民型」は，大都市周辺の山間部で造成されたニュータウンでも生
じている。周辺に商業施設がないニュータウンでは，一定の世帯ごとに食料
品など日常生活品を購入できる近隣センターが計画的に配置された。しか
し，ニュータウンの住民は，買物の際，「想定」通りには行動しなかったの
である。住民は，ニュータウン内にある近隣センターや食料品店だけでな
く，自動車で距離的に離れた郊外型ショッピングセンターで購入することが
多かった。そのため，周辺住民の利用を見込んで出店した商店は，売上の低
迷によってやがて採算がとれなくなり，商店を閉鎖し撤退するようになった
（赤坂嘉宣・加藤司，２０１０）。
杉田聡（２００９）は，「豆腐一つ買うのに，バスやタクシーに乗らなければ
ならないなんて・・」と嘆く７０代の女性の苦労を紹介し，食料品や生活必
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需品の買物に困る人々を「買物難民」と名付けた。杉田は，商店（街）の衰
退が日常的な場面において距離が作られ，こうして作られた距離が高齢者に
とって超えがたい新たな「バリア」となり，そのために買物に困難をきたす
買物難民が出現し，高齢者を中心に深刻な問題となりつつあると指摘してい
る（３１頁）。
買物難民の問題点は，山本精一（２０１０）が指摘するように「人間が人間ら
しく暮らせるという基本的人権さえも脅かされる。すなわち，日々の生活に
欠かせない食料品の入手が困難になることは，生命の危機につながる深刻な
問題である」（１６頁）。
買物難民に注目が集まり，経済産業省の「経済産業省報告書」は，買物難
民対策として①宅配サービス（商品を顧客に届ける），②移動販売（商品を
積載した店舗ごと顧客まで移動する），③店への移動手段の提供（バスの運
行等により顧客が店まで移動するのを促す），④便利な店舗立地（顧客の近
くに商品のある店をつくる）などの４つの形態に注目し，「買物弱者応援マ
ニュアル」などで各地での多様な試みを紹介している。
経済産業省は，２０１０年に「買物に困る高齢者等の購買意欲を高め，消費
を誘引するために取り組まれる新たな買物機能を提供する事業に対してその
費用の一部を支援することにより，地域商業の活性化を図ること」を目的に
単年度事業ではあるが，「平成２２年度地域商業活性化事業補助金（買物弱者
対策支援事業）」を実施している（この事業の募集要項と採択された事業に
ついては，鈴木幾多郎，２０１２，１８２-１８９頁を参照されたい）。
買物難民の問題は，経済産業省だけでなく農林水産省・厚生労働省・国土
交通省なども注目しているが，これまで各地で①商店街・民間業者などによ
る（移動販売，送迎，店舗作り），②町内会・自治会・地域住民等による
（送迎，バス運営，「朝市」・「あおぞら市場」の開催），③自治会・町内会・
ボランティア団体等による恒常的な店舗の開業あるいは誘致などの多様な試
みが行われている（杉田聡，２０１３）。
買物支援事業は，買物難民対策として緊急かつ重要な事業である。しか
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し，買物支援事業の多くは，採算が合わずに補助金（期限付き）に依存し，
対症療法的な事業が多く，効果は限定的なものである。
「買物難民型地域」では新たな店舗の開設あるいは誘致が重要な課題とな
る。これまで「買物難民型地域」で新たな店舗の開業やスーパーの誘致が試
みられている（永坂泰之，２０１１，杉田聡，２０１３）。しかし，せっかく誘致し
たスーパーも，地元の住民は，「『値段が高い』，『品揃えが悪い』という理由
で利用せず，結局，期待したほど売上があがらず，撤退する」（赤坂嘉宣・
加藤司，２０１２，２１頁）例が見られる。「買物難民型」地域では，これまで
あった商業機能を一気に失った例が多い。地域住民は途方に暮れるが，今の
ところ，再び食料品店や食品スーパーが出店することは皆無である。
「買物難民型」居住地商業は，人口の高齢化がさらに進んだ場合，生活環
境の悪化は地方都市の中心部より深刻なものになる。しかし，この傾向は都
市近郊だけでなく，都市部でも見られる。都市部の新興住宅地やマンション
等も自家用車利用が前提となっているため，店舗や住宅地が分散している
ケースが多く，買物に不便を感じる地域となる可能性が高いといえる。
第二の居住地商業のタイプは，都市部の住宅地域に見られる居住地商業で
ある。この居住地商業地域では，既に近隣商店街は衰退し，小売市場・生鮮
３品の個人商店も消滅している。これらに代わって，コンビニエンスストア
が数店，総合スーパー・食品スーパー・大型専門店の大型店が少なくとも１
店あるいは複数店が居住地域内や周辺に立地している。大型店やコンビニエ
ンスストアがあるだけのまちである。食料品や日常品が食品スーパー，大型
専門店でしか購入できないという選択肢の問題があるが，今のところ，買物
に不便を感じている住民は少ない。
第三の居住地商業は，食品スーパーや大型専門店の撤退によって，その居
住地内にはコンビニエンスストアしか存在しない地域である。この居住地商
業地域の住民は，食料品や日常品を購入するために，歩いて遠い隣の居住地
商業地域にある食品スーパーや大型専門店に行かなければならない。
最近，コンビニエンスストアでも食材の取扱いを増加させているが，野菜
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や果物・魚介類などの生鮮品の品揃えは極めて少ない。食材がコンビニンエ
ンスストアでしか購入できないということは，栄養価の高い食料品の入手困
難な人々が増加し栄養不足に陥るという深刻な「フードデザート（食の砂漠
化）」問題を発生させる。（岩間信之編，２０１１）。
地域商業の研究では，自動車の普及とともに都市周辺部への巨大な商業集
積が既存の市街地に立地する商店街や個人商店からなる地域商業の衰退を招
き，流通における対立軸が「大型店vs中小小売店から中心市街地vs郊外へ変
化してきた」と捉えている。しかし，地域商業の衰退は，居住地商業におい
ても生じている。居住地商業の住民も当初は大型店と近隣の商店街・個人商
店などを利用していた。しかし，商店街や個人商店では，駐車場が少ないこ
ともあって，歩いていける距離にあっても駐車場があってまとめ買いが出来
る大型店へ自動車で買物へ出かけるのが当たり前になった。
自動車は，生活にとって便利であることは確かである。だが逆にいえば，
自動車がないと暮らせないという状況をつくりだす。それに自動車はいつま
でも乗れるものではない。高齢になれば車の運転は危険であり，いずれは自
動車に乗れなくなる。そうなったら歩いていける近くの商業施設に買物に行
くしかない。そのとき居住地地域の商業施設が消滅していれば，その地域は
ただの住宅地域となる。
自動車という交通手段はまち（街）を作らない。なぜなら，人々は道から
道を移動し，一つ一つの店舗自身が目的地とみなされ，道沿の店舗に立ち寄
るだけである。店舗と店舗が有機的に結びついた一つのまち（街）を形成す
ることがないからである（橋本淳司，２００７）。そこには，商業者と住民のコ
ミュニティが形成されることはなかった。
最近，総合スーパー各社は，インターネットで注文を受けた商品を消費者
の自宅に届ける宅配事業を導入し，外食チェーンや食品メーカーも宅配弁当
事業に参入している。さらにイオンリテールは商圏を基本的に半径３００m以
内でかつ２，０００世帯以上に設定し，大都市内での小型の食品スーパー「まい
ばすけっと」の多店舗展開を図っている。これらの新しい諸事業は，高齢者
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のみの世帯や高齢者単身世帯，子育て中の主婦や共働き世帯などの買物に苦
労がある世帯の買物を支援する役割が期待されている（土屋純・兼子純
編，２０１３）。
しかし，これらの新しい諸事業は，大手流通企業による形を変えた生活基
盤の提供といえなくはない。高齢者は自宅に閉じ篭もるのではなく，買物に
出かけることは，高齢者の健康を維持しサクセスフル・エイジング（どのよ
うに長い老後生活を充実感・満足感を味わいながら送ることができるのか）
の実現にとって重要な要件である。超高齢社会では，地域において真に求め
られるのは，日常生活的な生活圏における近さと利便性である。「Aging in
Place」社会では，居住地商業が重要な課題となる。
居住地商業の可能性
地域商業といえば，基本的には商店街やそれを構成する中小小売店を指し
てきた（加藤司，２００９）。しかし，今日，地域商業，特に居住地商業では，
商店街や個人商店が地域社会の生活基盤を提供することができず，すでに総
合スーパー・食品スーパー・大手専門店・コンビニエンスストア等の大手流
通企業が地域社会の生活基盤を提供しているそのような時代に入っている。
これまで国・自治体は，商店街・個人商店の振興のため，実に様々な支援
策を行ってきた。しかし，これらの支援策は必ずしも有効に機能したとは言
いがたい。地域商業では，商店街・個人商店が衰退しているとはいえ，全て
の商店街・個人商店が消滅しているわけではない。地域商業の中には，かろ
うじて商店街・個人商店を維持している地域もある。今，問われているの
は，市街地の外延化を防止するだけでなく，「地域生活圏自体の散逸あるい
は消滅をいかに防ぐかなのである」（簑原敬，２００９，９２頁）。
田中道雄（２００６）は，現状回復のみを念頭において問題を捉えるのではな
く，厳しい環境の中で未だに頑張っている残店舗にこそ注目し，残された可
能性をもつ個人商店こそが，個別の特性を前面に打ち出し，対応していかな
ければならない時代がきており，「残店舗」をいかに活性化しうるかという
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ことが課題であるとしている（５７-５９頁）。
商店街・個人商店の衰退に歯止めをかけるために，新たに大型店の出店を
規制するための法制定や大規模小売店舗立地法（大店立地法）の廃止あるい
は改正を求める考え方がある（杉田聡，２０１３）。しかし，社会で生じた問題
が，常に社会の関心を引き付け，政策の形成に結びつくとは限らない。政策
の形成を誘発するような政策課題にまで発展するには，一定の条件が必要と
なる。問題があっても広く社会の関心を引き付け，権力による対応を促さな
い限り「政策争点」とはならない。
それゆえ，これまでの商業調整政策（第一次百貨店法・第二次百貨店・大
規模小売店舗法）の制定過程に見られたように，統治権力の対応を引き出し
うるまで社会の注目を儀集させ，一定期間その維持に成功しなければならな
い（鈴木幾多郎，１９９９）。しかし，商店街・個人商店の衰退が社会の関心事
となっているが，今のところ，新たな法制度の制定を促す「政策争点」とな
りえていない。現在の中小小売商団体には，もはやそのような意欲も力もな
い。
政策は，一定の望ましい社会状態を示し，その実現のための目的と目標
（基準）を定めている。この目的と目標は，一般的に抽象的な表現で設定さ
れており，制度運用にあたって行政機関がどのような運用方針に基づいて解
釈し運用しているかが重要な視点となる（鈴木幾多郎，２０１２）。
政府には，そもそも大型店の抑制という行政的意図を持っていなかったと
いえる。政府の運用方針は，「大型店は，本来は反社会的なものではないが，
中小小売業に事実上重大な影響を与えるような行為については，国民経済的
な見地から，調整を加える。中小商業の事業活動に著しい影響を与えないも
のは，調整の対象とはならない」という「規制ではなく調整」であった。こ
こでいう「調整」とは，大型店と中小小売商との間で生じた紛争を解決する
ための両者のバランスを図るという行政行為であったにすぎない。大型店の
規制が強化された時期もあったが，それも単なる政治的調整であった。
２００６年６月，商業調整政策の大きな柱であった大規模小売店舗法が廃止
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され，大規模小売店舗立地法（大店立地法）が施行された。大規模小売店舗
法の廃止と大店立地法の制定は，商業行政における「調整的」行政の廃止を
宣言するものであった。
大店立地法は，その名称から大型店の立地そのものを規制・制限する制度
であるかのようにみえるが，大型店の当該地域への立地を前提とした上で，
施設の配置および運営方法に関して，周辺の生活環境の保持への配慮を求め
ることを基本構造としている。大型店の立地の適否については判断しないと
いうことを意味している。
政策を理解するためには，政策を運用するにあたって，どのように政策対
象を概念構成し法的定義と解釈を行っているかが重要な視点となる（鈴木幾
多郎，２０１２）。大店立地法で重要な法的概念は「生活環境の保持」という法
的概念と「その周辺の地域」の解釈である。「生活環境の保持」は，以下の
ように説明されている（経済産業省商務課情報政策局流通政策課，２００７）。
「ここでいう『生活環境の保持』とは具体的には，大規模小売店舗の立地
に際して生じる交通停滞，交通安全，騒音等の問題の適切な対処がなされる
ことにより，当該大規模小売店舗の周辺の地域において通常存することが期
待される環境が保持されることを意味する。
『周辺の地域において通常存することが期待される環境』とは，『当該地
域の住民が感覚的に不快を感じない状態』に加え『当該地域の住民が享受す
ることを期待し得る利便性』を含む概念である。すなわち，大規模小売店舗
の立地に際して特徴的に生じる問題の中には騒音のような感覚的に不快を感
じている事象もあれば，交通停滞のように利便性の低下と捉えられる事象も
ある。この法律は，この両者を『生活環境』と捉えて『生活環境』を保持し
つつ大規模小売店舗の立地が行われることを実現しようとするものである。」
さらに「生活環境の保持」の内容は，第４条第２項の指針の「駐車需要の
充足その他による大規模小売店舗の周辺の地域の住民の利便及びその他の業
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務の利便を確保のために配慮すべき事項」で以下のように具体的に説明され
ている。
「交通停滞，歩行妨害等により円滑な交通が阻害されること等により，地
域の住民等の利便及び業務の利便を損なうことのないよう配慮すべき事項を
定めるものである。
具体的には，駐車需要の充足等交通に係る事項，駐輪場の確保，荷捌き施
設の整備，経路の設定，歩行者の通行の利便の確保等への配慮について定め
られている。」
この説明に見るように，「生活環境の保持」の解釈は，交通停滞や騒音な
どの物理的側面に限定している，大店立地法は，商業調整あるいは小売業に
おける需給調整という観点からの出店調整は今後行わないとした大規模小売
店舗法の廃止の方向に合わせて形成されたものである。「生活環境の保持」
の解釈を物理的側面に限定することによって，大型店の立地そのものを規
制・制限する，いわゆる商業調整を意味する制度ではないとする制度設計を
行ったといえる。
地域商業にとって必要なものは，地域の商業全体の望ましい開発・整備を
促進する制度である。商業集積の適正配置は，小売業の誘導と規制を伴うも
ので，都市計画・土地利用と密接に関連するものである。しかし，大型店の
立地の適否を都市計画に委ねるとしても，都市計画法による用途規制，開発
許可，農地法等に規制，条例などの規制は，いずれも郊外立地に対する規制
としては限界があり，特に都市計画区域外の出店については，その実行性は
期待できない。そのため，大店立地法は，皮肉にも郊外の大型店の開発を促
進する制度として機能したのである。
伊藤公一（１９９９）は，「生活環境の保持」の概念を交通停滞や騒音などの
物理的側面ではなく「身近かな買物機会の確保」という経済的側面を重視す
べきであると指摘している（７-８頁）。原田英生（２００８）は，アメリカでは
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大型店の出店に対して自然環境以上に社会環境や経済環境に力点が置かれて
いることが少なくないと次のように指摘している。「郊外に大型店が出店し
ようとするとき，その出店によって都市中心部（ダウンタウン）の商店街が
大きな打撃を受けて不動産価値が暴落し，それによる固定資産税収入の減少
が新規出店による固定資産税収入より大きいと予想される場合など，経済的
環境を悪化させるということで，環境保護法によって新規出店が認めらない
ということもありうる」（２５５頁）。
「生活環境の保持」を社会環境や経済環境から解釈すれば，例えば大型店
の出店によってその周辺地域の商店街・個人商店が大きな打撃を受けた場
合，それは「身近な買物機会の確保」が困難になることを意味し，「生活環
境の維持」とはならないと解釈されるならば，この制度は一定の開発規制と
して機能することになる。
しかし，このような解釈は，現行の「生活環境の保持」の解釈から困難と
なっている。大店立地法では，大規模小売店舗の立地に関して「その周辺の
地域の生活環境の保持」と規定されている。「その周辺の地域」」とは，「店
舗の立地場所からどの程度の範囲を指すのか」については以下の解釈に表れ
ている（経済産業省商務情報政策局商務流通課，２００７）。
「指針において配慮が求められている生活環境の保持について，大規模小
売店舗の出店による影響が生じると予想される範囲をいう」
この説明から読み取れるように，大店立地法では，この制度が商業調整と
して機能しないように実に巧妙に構成されている。「大規模小売店舗の出店
による影響が生じると予想される範囲」とは，指針において配慮が求められ
ている「交通停滞，歩行妨害等により円滑な交通が阻害」される物理的側面
からの解釈であり「その周辺の地域」とは，あくまでも物理的側面からの地
域概念である。この解釈からは，社会的環境や経済的環境などの配慮が入り
込む余地はないといえる。大店立地法では，「生活環境の保持」の物理的解
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釈が制度運用の要となっている。
制度運営では，公共性の認識の変更によって法的概念の解釈が変わるもの
である。現行の制度では「生活環境」を社会環境や経済的環境から解釈する
ことが困難であるとすれば，例えば，指針に「身近な買物機会の確保が困難
になる場合」という１項を加えて法改正を行えば「生活環境の保持」が社会
的環境や経済的環境を含めて解釈することが可能となる。
しかしながら，新たな大型店の規制法の制定と同様に大店立地法の改正も
統治権力の対応を促す「政策争点」とはなっておらず政府も再び「商業調
整」を行う行政への回帰に積極的に関与する意図は持っていないといえる。
もちろん，大型店の出店を規制すれば，自動的に商店街・個人商店の衰退
に歯止めがかかり活性化するなどとはいえない。個人商店が「数の上から
いっても流通産業の中核を占める時代は，世紀の変わり目を境にして幕を下
ろした。それとともに近代流通業がその業態・フォーマットを通じて相互に
市場覇権の競う時代が到来」（田村正紀，２００８，２８８頁）したのであれば，
「両者が競争しながら，ともに発展するなどという夢は，もはやもつことは
できない」（石原武政，２４６頁）。
イギリスの小売商業計画では，伊藤理（２０１１）によれば，「購買活動が国
民にとって日常生活を営む上で必須となる行為であるため，政府は国民のあ
らゆる階層に対して，利便な買物環境を保証することに責任を負うべきもの
であるとの考え方にある。とりわけ，日常生活に直結する食料品を筆頭とす
る生活必需品の供給に関しては，こうした理念が重要視されている」（１０
頁）。しかし，わが国の小売商業計画では，依然として産業政策的意味合い
が強く，そのような社会政策的理念は薄いといえる。しかし，「Aging in
Place」社会では，歩いて暮らせる生活空間の中での日常的な生活圏におけ
る便宜性を満たす商品提供（小売商業）のシステムを構築するという制度設
計が求められている。この問題について，商業・流通研究は，今のところ，
何らのビジョンも示唆も与えていない。
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誘導と規制
小売商業の配置は，理想的には競争原理に基づく商業者の自由で積極的な
投資の結果として実現されるべきものである。しかしながら，市場は決して
小売商業の最適配置のあり方を描き出すことはしない。小売業の最適配置
は，市民・小売商業者・行政機関の合意のもとに「誘導」や「規制」を含む
将来の方向と青写真があって，はじめて生み出されるものである。
地域商業に必要なものは，地域の商業全体の望ましい開発・整備を促進す
る制度である。小売商業の適正配置は，小売商業の誘導と規制を伴うもの
で，都市計画・土地利用とは，都市に生活し活動する諸主体が土地だけでな
く種々な要求を持つことを前提として，計画策定主体がその要求に相互の間
で一定の価値序列を選択・決定することを意味するものである（原田純
孝，１９９９）。
多くの都市では，中心市街地の活性化が注目されているが，超高齢社会の
到来は，周辺の地域を含めて小売商業の最適配置計画を先行させない限り快
適な居住環境を確保することが出来ない恐れがある。居住地商業地域では，
日常生活に必要な商業施設が揃っていることが最低条件である。しかしなが
ら，地方都市に限らず大都市での近隣型の小売商業の姿が消え，地域商業と
いう商業集積が維持できなくなっている，自動車が利用できる人々にとって
は日常生活に不便を感じていないとしても，近隣の小売商業の消滅によって
高齢者など「買物難民」と言われる人々の日常の買物に困難を来たしてい
る。
居住地商業のデザインのプロセスでは，「誘導」と「規制」という制度を
どのように組み込みこんでいくかが課題となる。「誘導」と「規制」の具体
的な内容は，それぞれの地域によって，様々な形が予想される。ある地域で
は大型店の誘致，他の地域では商業環境を守るために大型店の規制を求める
かもしれない。また，ある地域では，街路でのマンションの建設に当たって
一階部分を店舗とすることを求めるかもしれない。また，大型店の撤退を禁
じる制度の形成は難しいが，「大型店や食品スーパーが撤退することを想定
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して，あらかじめ複数のテナントに分割できるような屋内構造にしておくこ
と」（原田英生，２００８）を求めるかもしれない。「誘導」と「規制」は，それ
ぞれの地域の実情に応じて，きめ細かに実施されることが不可欠となる。
杉田聡（２００８）は，「人口密度の低い地域ではもちろん，そうでなくても
商店の衰退の激しい地域では，商店の出店（市民の組合に基づくものを含め
て）を促す必要がある。少なくともその方向を行政機関が真剣に追求し，そ
れを通じて都市における商店密度を高める努力を続ける必要がある」（１７３-
１７４頁）と指摘している。しかしながら，商店の新規開業は，「ある一定の
企業規模を持ち，近代的な流通技術を装備しなければ，市場で存続できない
時代が到来した」（田村正紀，２００８，９頁）とすれば，現実的には困難な課
題であるといえる。
商店の新規開業が採算性（十分な収入が確保できない）から困難な問題で
あるとしても，商店の新規開業を促す誘導策が必要となる。誘導策がなけれ
ば，「暮らしやすいまち」にはならないし，買物難民問題の解決につながら
ない。
誘導策は，融資制度，家賃の補助，租税の軽減等だけでなく新規開業への
補助金が必要となる。しかし，国は個人商店への公的資金の投入を私有財産
の自己管理責任を盾にかたくなにこばんできた。しかしながら，鳥取県西部
地震からの復興にあたって，当時の片山善博知事は，人口流失を防ぐ目的の
ために，被害住宅の再建に県費を投じることを禁止する法律はない，として
公的支援を実施した。そもそも，私有地である農地や農道には公的資金が投
じられている。問題は私有財産制度にあるのではなく，災害で財産を失った
人々に経済支援を行うための根拠法がなかったことなのである（林敏彦，日
本経済新聞，２０１１年３月２１日）。林敏彦が言うように「なければつくれば
よい」。
農林水産省は，若者の農業離れ対策として，４５歳未満の新規従業者に年
間１５０万円を最大５年間給付する制度を設けている。農業分野とともに商業
分野でも新たな小売業の開業が新たな就業機会を提供し，安定した社会と住
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みよいまちづくりに寄与するという公共性（公的目的）を設定し，それを制
度化すればよい。それが立法府の役割である。
新規商店の開業が行われたとしても地域商業を守るためには「商業者側の
経営努力と，地域住民の理解と協力が必要である」（鶴坂貴恵，２０１１，１２５
頁）。まさに「コミュニティに支持された商業」が課題となる。
神野直彦（２００３）は，スウェーデンのストックホルムから１００キロほど離
れた小さな商店街のある町の住民の話を次のように紹介している。「町の住
民たちはみな，田舎だから物価が高いとこぼしていた。ここからストックホ
ルムはそんなに遠くないのだから，どうしてストックホルムに買い物に行か
ないのかと訊くと，そんなことをしたら地元の商店街が潰れてしまう。商店
街が消えて困るのは町の住民で，なかでも車に乗れない子供やお年寄りだ，
だから少々高くても日用品は地元の店で買う，と住民たちはいうのである。
地域共同体が生きていれば，町は空洞化することはない」（８８頁）。
神野直彦（２００３）は，地域共同体つまりコミュニティを「人間の包括的生
活機能が充足できる生活空間である。人間が地上に生を受けてから成長し，
老いて死するまでのすべての生活機能が包括されている」と捉え，次のよう
に指摘している。「地域共同体が崩れると，地域社会で包括的生活機能が充
足できなくなる傾向が強まる。包括的生活機能が完結できず，一部の生活機
能は他の地域に移動しなければ充足できないとすれば，住民は結局，流失し
ていってしまう。」（８６-８７頁）。地域商業地区では，地域共同体が崩れつつ
あるかあるいはすでに崩壊しているところが多い。このような状況の中で，
はたして地域共同体の維持あるいは新たな地域共同体の創出が可能なのであ
ろうか。
急速に高齢化が進む高齢化社会ではどのような地域商業が必要なのであろ
うか。超高齢社会では何よりも「住み続けられる」と「住み継がれる」（福
島茂，２００３）地域商業が不可欠である。「Aging in Place」社会での地域商
業は，歩いて暮らせる生活空間の中での日常的な生活圏における便宜性を満
たす小売業の配置の再構築を目指すものである。このことは，地域商業を
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青・壮年を基準としたものから高齢者を基準としたものに転換することを迫
るものである。
地域商業では，「全国的に均一的」なイメージを求める国の制度では不可
能である。全国一律の基準は，地域の多様性，個性を認めないからである。
地域には地域商業のニーズに基づく地域商業の内容があるはずである，地域
商業の再構築では，きめ細かな「誘導」と「規制」を必要とする。地方自治
体は「法令に違反しない限りにおいて」という地方自体法（第１４条）上の
限定はあるものの，地域商業は土地利用計画の観点から地方自治体に委ねる
ほかないといえる。
居住地商業の再構築には，地域住民・自治会・NPO・商業者・地方自治
体など地域社会の関係者が既存の枠を超えて連携・協力することではじめて
有効に機能するといえる。そのためには，「どのような居住地商業をイメー
ジするのか，目標とするのか」という地域商業のイメージが課題となる。イ
メージがなければ，どのような問題があるか判断できず，関係者間の利害の
調整ができないし，居住地商業の再構築のための優先順位が決められない。
小売商業の最適配置は，「誘導」と「規制」を伴うものである。「誘導」と
「規制」は私権制限となるため，そこには公共性の存在が前提となる。地域
商業の再構築は，前述の英国の小売商業計画に見られるように「政府はあら
ゆる階層に対して，利便な買物環境を保証することに責任を負うべきであ
る」とする新たな地域商業の「公共性（公的目的）」の設定とこの観点に基
づいて小売商業の適正配置のための「誘導」と「規制」の概念構成を模索す
ることが必要となる。
わが国の現在の流通政策には，商業の適正配置のための誘導と規制を行う
という考え方は含まれておらず，都市計画の中でも商業の適正配置が描かれ
たことはなかった。また，法的概念の解釈による新たな公共性の認定の機会
も限定されている。現在の時点では行政機関には，こうした状況を打破しよ
うとする意欲はほとんど見られない。
国民生活審議会（２００８）は，「消費者・生活者を主役とした行政への転換
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に向けて（意見）」の中で次のように指摘している。「公務員の意識の中で，
消費者・生活者のために前例の壁を打ち破ってでも新たな制度や既存制度の
大改革を提案しようというチャレンジ精神が希薄化している。このような硬
直的な政府では，もはや，国民の期待に応え，その役割を果たしきれなく
なっていると言っても過言ではない」（４頁）。
それ故にこそ，「Aging in Place」社会と地域商業では，高齢者の日常生
活を支える居住地商業の制度設計への模索が求められている。制度の存在理
由を決めるのは人々の価値観であり，その価値観に基づく意思決定であり，
制度が創出する社会的価値である。居住地商業のデザインとは，自らの変化
を創り出す価値創造のプロセスでもある。
「Aging in Place」社会と地域商業では，現実の延長線にイメージするの
ではなく（そうすれば悲観的なイメージとなる），まず理想的な高齢者を支
える居住地商業の将来社会・生活を想像し，その理想と現実のギャップを明
確にする中での将来ビジョンの策定とそれを実現するための行動計画を策定
することである。理想的な地域商業（居住地商業）の実現はできないかもし
れないが，「それを達成しようとするからこそ，人は限界を超えて知を創造
する。人を動かすのは，理想を追求したいという『理想』と『志』である」
（野中郁次郎・紺野登，２０１２，９７頁）。
個人商店を中心に年間２万店のベースで小売店は減ってきている。近い将
来，商品供給システムは，大手流通企業の手に委ねられることになるかも知
れない。はたしてこれでいいのであろうか。現在の地域商業の現状は，われ
われの文化が生み出したものである以上，われわれ自身の文化の内部で文化
そのものを変えていくことを通じて解決していかなければならない課題とい
える。
むすび
「Aging in Place」社会では，「老いをどのように生きるか，老いのライ
フ・スタイル」が問われることになる。そのためには，「新しい生きがいの
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発見と社会参加」が重要となる。「生きがい」とは，人が現に生きている
「しるし」あるいは「ねうち」である。人が生きていることに何からの価値
を見出していること，生きるに値するものを持っていると本人が考えている
ことである（大森彌，１９８７）。
社会参加は，就労，スポート活動，ボランティア活動・地域活動，趣味や
学習等の活動が含まれている。特に高齢者の就労機会を作ることは，高齢者
が積極的に外に出て自己実現をすることにつながる，社会参加は，それがど
のような係り方であろうとも，「新しい生きがいの発見」を求める人生への
積極的な関与活動である。
私の知人にA氏がいる。彼は釣りが趣味で退職後釣り三昧の生活を送って
いた。時には大量に釣れることがあり友人・知人達に配っても処分に困るこ
とがあった。彼は余った魚を農家の竹と交換し，その竹で竹トンボを作って
子供達に配っている。
農家の人と親しくなるにつれて，自家消費用の余った農産物の販売を頼ま
れた。農家の自家用農産物は，農家の人々が自分達で食べるために作ったも
のだけに，農薬も少なく，安全面だけでなく味もよかった。A氏は，軽ト
ラックをリースし友人宅の駐車場で販売を始めた。当初，販売には苦戦した
が今では「美味しい」との評判も広がり，販売の苦労は少なくなったが，
リース料と燃料費で利益はトントン，時には赤字の時もあるという。
彼と定年退職した数人の仲間で居酒屋での「飲み会」を持っている。この
飲み会では，いろんなことが話題となる。話題の一つに「安全で美味しい高
品質の食料品が欲しい」が周辺のスーパーや商店で購入できないという不満
である。そこで，商店やスーパーで購入できないとすれば，自分たちで購入
するか，販売所，例えば青空市場を作ってみようということになった。セル
フへルプ集団を作ろうとするアイデアである。
田尾雅夫（２００７）によれば，私達の生活を支えるための資源の獲得が難し
くなれば，自衛のために，必要な資源を調達し融通し合うセルフヘルプ集団
（自分たちで自分たちを支える互助の仕組み），そして組織が出てきても不思
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議ではない。というのは，自己防衛的な，いわば，自立のシステムを考え，
自らが自らを支えるようなガバンスの仕掛けを構築しなければならない社会
が，高齢者の増大とともに，早晩，到来するからである。セルフヘルプ集団
は，親しい仲間でつくればよいだけである。嫌になったらやめてまた作り直
せばよいし，行き詰まったら解散すればよい。撤退するコストが少ないこと
も，特徴である（８頁，３３９頁）。
「飲み会」でのセルフヘルプ集団のアイデアは，今のところ実現していな
い。実現するためには，「安定的で品揃えが豊富な仕入ルートの開拓」「価格
設定」「プロモーション」「道路上で青空市場を開設するための道路の特別占
有許可の申請」など多くの問題を克服しなければならない。しかし，セルフ
ヘルプ集団を作り実際に運営してみる価値はある。そこでは，高齢者にとっ
て「流通とは」「マーケティングとは」の実践的な生涯学習の機会でもあり
生涯現役の「場」を提供するものでもある。
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The Role of Regional Commerce
in the “Aging in Place” Society
SUZUKI Ikutaro
“Aging in Place” is a term that refers to making changes in the home to
allow elderly to live at home for as long as possible. “Aging in Place” is a
great concept to help people live at home as long as possible while aging
while reducing the burden of the elderly on family and society alike.
The commercial area to support the daily life of elderly is one of the
most important environmental improvement. The regional commerce is an
important factor that determines the quality of life of local residents. The
regional commerce must satisfies the convenience in Living day-to-day
for the elderly.
The role of regional commerce in the “Aging in Place” is to provide the
convenience of elderly to go shopping on foot. In this paper, we consider as
a commercial area that can buy day-to-day on foot regional commerce,
and consider the possibility of building a commercial area like this.
This is an important issue not only of current elderly, but also for young
people to join the ranks of the elderly now.
「Aging in Place」社会と地域商業 ２７３
